
犬山市住宅用火災警報器取付け等支援実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、住宅用火災警報器の普及を図り、もって火災から高

齢者及び障害者（以下「高齢者等」という。）の生命、身体及び財産を守

るため、自ら住宅用火災警報器を設置することが困難な高齢者等の世帯

に対する住宅用火災警報器の取付け又は取替え（以下「取付け等」とい

う。）の支援（以下「支援」という。）の実施について必要な事項を定め

るものとする。 

（支援対象者） 

第２条 支援の対象となる者（以下「支援対象者」という。）は、犬山市

内において、次に掲げる者のみで構成されている世帯に属する者とする。 

(1) ６５歳以上の者 

(2) 身体障害者手帳の交付を受けている者 

(3) その他消防長が自ら取付け等を行うことが困難であると認める者 

（支援の内容） 

第３条 支援の内容は、犬山市火災予防条例（昭和３７年４月２日犬山市

条例第１３号。以下「条例」という。）第２９条の４に規定する住宅用防

災警報器の設置及び維持に関する基準（以下「基準」という。）に従い、

支援対象者が居住する住宅に次の各号のいずれかの取付け等を行うこと

（電気工事を伴うものを除く。）とする。 

(1) 住宅用火災警報器が取り付けられていない住宅又は取り付けられて

いる住宅用火災警報器が基準を満たしていない住宅に住宅用火災警報

器を新たに取り付けること。 

(2) 取り付けられている住宅用火災警報器に経年劣化、破損等がある場

合に新しい住宅用火災警報器に取り替えること。 

(3) 取付け作業は無償とする。 

（支援の申込み） 

第４条 支援対象者は、支援を受けようとするときは、住宅用火災警報器



取付け等支援申込書（様式第１）を消防長に提出するものとする。 

２ 前項の申込みは、代理人により行うことができる。 

３ 共同住宅、借家等の持ち家以外の住宅に居住している場合は、住宅用

火災警報器の設置について当該住宅の所有者又は管理者から承諾を得る

こと。 

（支援の決定） 

第５条 消防長は、前条の申込みがあったときは、その内容を審査すると

ともに、支援対象者が居住する住宅において、住宅用火災警報器を取り

付ける場所等を確認し、支援が可能であると認めるときは、住宅用火災

警報器取付け等支援決定通知書（様式第２）により申込者に対して支援

の決定を通知するものとする。 

（支援の条件） 

第６条 支援の決定に当たっての条件は、次のとおりとする。 

(1) 支援に係る住宅用火災警報器、ねじその他住宅用火災警報器の取付

け等に必要な物については、支援対象者があらかじめ用意すること。 

(2) 支援に際しては、支援対象者又はその代理人が立ち会うこと。 

（支援の実施） 

第７条 消防長は、支援の決定をしたときは、支援の決定を受けた者（以

下「支援決定者」という。）に対し、支援の実施の方法等を説明した上

で、支援を実施するものとする。 

２ 消防長は、支援を実施したときは、住宅用火災警報器取付け等支援実

施報告書（様式第３）により消防長に報告するものとする。 

（支援の決定の取消し） 

第８条 消防長は、次の各号のいずれかに該当するときは、支援の決定を

取り消すことができる。 

(1) 支援決定者が第６条各号に規定する条件に従わないとき。 

(2) その他消防長が必要と認めるとき。 

（免責） 

第９条 市は、支援の過程において生じた建物等の損害、支援後に発生し



た住宅用火災警報器本体の不具合等に関し、賠償の責任を負わないもの

とする。 

２ 支援後に発生した火災その他の災害により支援対象世帯に被害が発生

したものに対し、賠償の責任を負わないものとする。 

附 則 

この要綱は、令和６年10月１日から施行する。 



様式第１（第４条関係） 

 年  月  日 

犬山市消防長 

 

住宅用火災警報器取付け等支援申込書 

 

次のとおり住宅用火災警報器の取付け等の支援を申込みます。 

申込者 

 

住所 犬山市 

※代理人が申込みされる場合は、代理人の欄にも記入してください。 

私は、次の代理人に住宅用火災警報器取付け等の

支援に関し、申込み及び立会い・申込み・立会い

を委任します。 

氏名 

代理人 

 

住所 

電話番号 氏名  

世帯主の氏名 申請者との続柄または関係 

あなたとの続柄 電話番号 

設置建物住所 犬山市 

取付け等希望日時 年  月  日    時  分 

取付け等希望個数(場所)   個(寝室  個・階段  個・台所  個・その他  個) 

設置建物の所有区分 
持 家  ・  賃貸住宅 

※賃貸住宅の場合は、所有者から下記の許可を得ること。 

委任状 

私の所有する次の賃貸物件について、住宅用火災警報器の取付け等の支援を許可します。 

(物 件) 

物 件 名                    

 

所 在 地                    

 

(所有者) 

住  所                    

氏  名 

(名称及び代表者氏名)                   

電話番号                  

同意書 

１ 支援の過程において生じた建物等の損害、支援後に発生した住宅用火災警報器本体の不具合

等に関し、賠償の責任を一切問いません。 

２ 支援後に発生した火災その他の災害により支援対象世帯に被害が発生したものに対し、賠償

の責任を一切問いません。 

署名                    

 

※消防本部記入欄 

受付欄  備考 

 
                  

取付け予定日  年  月  日 

 



様式第２（第５条関係） 

 

第     号 

年 月 日  

 様 

 

犬山市消防 長 

 

住宅用火災警報器取付け等支援決定通知書 

 

年  月  日付けで申込みのありました住宅用火災警報器の取付け等の

支援について、下記のとおり支援を決定しましたので通知します。 

記 

１ 取付け等の支援日及び取付け等個数(場所) 

取付け等の支援日 年  月  日    時  分 

取付け等の個数(場所)    個(寝室  個・階段  個・台所  個・その他  個) 

備考 住宅用火災警報器の取付け等の支援日に災害が発生した場合は、取付け等の

支援を延期し、再度日時を調整することがあります。 

 

２ 支援の条件 

(1) 支援に係る住宅用火災警報器、ねじその他住宅用火災警報器の取付け等に必要

な物については、あらかじめ用意してください。 

(2) 住宅用火災警報器の取付け等の支援に際しては、支援対象者又はその代理人の

立ち会いが必要となります。 

 

３ 免責事項 

(1) 市は、支援の過程において生じた建物等の損害、支援後に発生した住宅用火災

警報器本体の不具合等に関し、賠償の責任を負わないものとします。 

(2) 支援後に発生した火災その他の災害により支援対象世帯に被害が発生したも

のに対し、賠償の責任を負わないものとします。 



様式第３（第７条関係） 

 

 

第     号 

年 月 日 

犬山市消防長 

 

住宅用火災警報器取付け等支援実施報告書 

 

年  月  日付けで申込みのありました住宅用火災警報器の取付け等の

支援について、下記のとおり支援を実施しましたので報告します。 

記 

１ 申請者、取付け等の支援日及び取付け等個数(場所) 

申請者氏名  

取付け等の支援日 年  月  日    時  分 

取付け等の個数(場所)    個(寝室  個・階段  個・台所  個・その他  個) 

 

２ 設置状況の確認結果 

※確認結果 ○：良好 ×：不良 ／：非該当 

 

取付け等実施者               

 

確認項目 確認内容 確認結果 

取付け等の状態 

天井又は壁にしっかり固定されていること。  

壁に取付けた住宅用火災警報器は、「警報停止/テス

ト」ボタンが下側になっていること。 

 

機器の状態 作動テストを行い、異常がないこと。  


